

	
	工場　　　　試験研究施設　　　　情報処理関連施設
	物流施設

	対象地域
	県　内　全　域
	・　工場立地法の規定により作成された工場立地調査簿に工場適地として記載されている地区

・　都市計画法の規定により定められた工業地域又は工業専用地域

・　農村地域工業等導入促進法第10条の地区等を定める省令の規定により指定された地区

・　２以上の工場の用に供するための敷地等として、国、地方公共団体等が取得し、又は造成した一団の土地の区域

・　物流施設の集積を促進することが適当と認められる地区

	対象要件
	① 香川県産業集積区域における県税の特別措置条例
	② 香川県における企業誘致のための県税の特別措置条例

	
	　製造業

　情報通信業

　情報通信技術利用業

　自然科学研究所
	
	　設置した施設において、県内に住所を有している者５人以上を常時使用の従業者として新たに雇用したもの

　（対象となる従業者の要件については、事前にご確認ください）

	
	　企業立地促進法に基づく「企業立地計画」の承認を受けていること
	

	
	　設置した施設において、県内に住所を有している者５人以上を常時使用の従業者として新たに雇用したもの

　（対象となる従業者の要件については、事前にご確認ください）
	

	
	
	　当該施設を構成する家屋及び減価償却資産の取得価額が５千万円を超える場合

	
	　当該施設の用に供する家屋及びその敷地である土地の取得価額の合計額が２億円を超える場合

　（農林漁業関連業種の場合は５千万円を超える場合）

　　※農林漁業関連業種とは、食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、木材・木製品製造業、家具・装備品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、プラスチック製品製造業及びゴム製品製造業をいう
	

	適用税率
	建物　　　　　　　：４％→０％

その敷地である土地：３％→０％
	建物　　　　　　　：４％→１％

その敷地である土地：３％→１％

	その他
	　土地については、取得の日から１年以内に家屋の建設に着手した場合に限り、家屋の垂直投影面積部分のみを対象とする。

	適用期間
	平成２４年１２月１９日までの取得
	平成２５年３月３１日までの取得


①、②どちらにも該当する場合は、①が優先的に適用されます。

これらの特別措置を受けようとする場合は、必ず事前にお問い合わせください。

＜問い合わせ先＞

香川県 商工労働部 産業政策課 産業集積推進室　087-832-3355

香川県 総務部 税務課 　　　　　　　　　　　　087-832-3066
香川県 県税事務所  　　　　　　　　　　　　　087-806-0312
の事業の用に供する工場又は事業場








